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C O N T E N T S

要　約

トークンエコノミーの実現と
普及に向けた展望と課題

1	 暗号資産は過去の事件の影響でネガティブなイメージが先行していたが、近年は関連技
術の開発が進み、暗号資産に当初から期待されていた役割であるトークンエコノミーの
実現とその普及のための下地が整ってきている。

2	 それぞれのトークンにはさまざまな権利や仕組みが設計されており、基となる権利をど
のように行使するかによって発行されるトークンの種別が異なる。また、発行に必要な
技術はすべてオープンソースであるため、誰もが扱うことができ、これまでコストの観
点から実施が難しかった少額の権利移転や権利物の貸し出しなどが行えるようになる。

3	 トークンならびにトークンエコノミーの普及には、利用するユーザーの拡大、いわゆる
マスアダプションの推進が不可欠である。過去の決済系サービスの取り組みと同様に、
一般消費者の生活シーンの改善につながるキラーユースケースをつくり上げ、社会に提
示することが必要になる。

4	 日本の大企業によるweb 3 サービス参入も進んでおり、トークンエコノミーを用いた社
会システムの効率化や自動化が進むことが期待される。

山岸京介
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Ⅰ	暗号資産のこれまで

「ビットコイン」をはじめとする暗号資産
は、2008年に発表されたサトシ・ナカモト

（仮名であり、2024年現在も本人が特定され
ていない）による論文「Bitcoin：A Peer-to-
Peer Electronic Cash System」からその歴
史が始まり、2024年現在で暗号資産という概
念は一定の知名度を得るに至ったが、web 3
の概念を含め、暗号資産の仕組みの普及は限
定的で、ほとんどの暗号資産保有者は投機目
的であるのが現状である。

そうした投機目的に合わせるかのごとく、
世界中の暗号資産の値動きや取引高を公開し
ているWebサイト「CoinMarketCap」には、
2024年 5 月時点で 1 万種類近い暗号資産が登
録されている注1ものの、世界最大の暗号資
産取引所であるBinance（バイナンス）でさ
え350種類程度しか扱っておらず、しかも、
暗号資産として的確な運営目的や思想が評価
されているのはそのうち100種類程度と、ま
さに混沌とした状況である。

加えて、多額の資金が動く市場が形成され
ているにもかかわらず、管理体制やセキュリ
ティはずさんといわざるを得ず、多くの失敗
を生み出してきた。2014年のマウントゴック
ス事件では、当時世界最大のビットコイン取
引所であったマウントゴックスが保有してい
た顧客からの預かり資産を含む約85万ビット
コイン（当時のレートで約470億円）が消失
した。マウントゴックスが東京にオフィスを
構えていたこともあって、資金の返還を求め
多くの外国人顧客が同社の前で抗議活動を行
い、それが当時のニュースで報じられたこと
が、皮肉にも日本で暗号資産が注目されるき

っかけにもなった。
その後も、2018年には国内大手取引所の

Coincheck（コインチェック）での暗号資産
NEMの約580億円相当の流出事件や、2022年
の米国取引所FTXトレーディングによる顧
客資産の流用・詐欺事件（後に同社は経営破
綻）、2024年 5 月にもDMMビットコインでの
暗号資産ビットコインの約480億円相当の流
出事件など、暗号資産が本来目指した社会的
な変革や貢献を示す前に負の側面ばかりが取
り上げられ、一般消費者が寄りつきづらくな
っている。

暗号資産の取り扱いについてはネガティブ
な話題が続いた一方、ブロックチェーンや後
述するトークンなど、暗号資産に関する技術
は着々と進歩を遂げてきている。これらの技
術を活用できる新たな価値流通への期待感の
高まりとともに、とりわけトークンは、日本
をはじめグローバルでかつてない注目の高ま
りを見せている。

グローバルには、後述する暗号資産を含む
トークンに関連する技術やそれに伴う規格が
発展したことで、web 3 の思想や概念の実現
が現実味を帯びてきたことが大きい。これま
での、小国や新興国が自国通貨の代わりに暗
号資産を採用するといったニュースから、昨
今は先進国における中央銀行デジタル通貨

（CBDC：Central Bank Digital Currency）
の実現性についての議論に話題が移ってきて
いるのもその証左といえるだろう。

国内では、日本の厳格な暗号資産交換業者
に対する管理監督体制が世界的に評価された
ことが注目を集めている。前述した2022年の
FTXトレーディング破綻の際、グローバル
での被害は巨額だったのに対し、日本拠点で
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あるFTX Japanの被害は、金融庁の下で顧
客資産が厳格に管理監督されてきたことで、
非常に限定的な被害にとどまった。そのた
め、暗号資産関連企業のアンクリーンな経営
に対する監視傾向が高まっていたグローバル
の情勢から、日本の市場が注目された（ただ
し、本稿執筆時点では真相が明らかになって
いないものの、DMMビットコインでの流出
事件により、そのように厳格に管理された日
本の取引所であっても被害を受け得ることが
明らかとなった点は、トークンの普及にマイ
ナスの影響を与え得るだろう）。

加えて、デジタル庁の発表した「デジタル
社会の実現に向けた重点計画」注2においても
web 3 について言及しているほか、2023年 7
月に東京都内で行われた国内最大級のweb 3
カンファレンス「WebX」でも、萩生田光一
自民党政務調査会長（当時）による開会あい
さつ、および岸田文雄首相による基調講演が
行われ、両名ともにトークンの利活用やコン
テンツ産業の活性化にかかわる環境整備、担
い手やアイデアの裾野の拡大に取り組むこと
について言及し、web 3 に詳しくない人にと
ってもスタンダードなものとなるよう、各事
業者にweb 3 の可能性の積極的な発信を要請
した注3ことなど、日本政府もトークンを含
めたweb 3 の発展には期待を寄せていること
が、業界関係者の後押しになっている。

本稿では、暗号資産を含むトークンの定義
や技術的背景を解説するとともに、それらを
用いて新たな経済流通を生み出そうとしてい
るトークンエコノミーの将来的な実現可能性
について論じる。

Ⅱ	トークンと
	 トークンエコノミー

1	 トークン
web 3 の概念において、トークンとは「何

らかの価値を持ったモノ（有形無形のあらゆ
るコンテンツ）に対して、所有・利用など行
使可能な『権利』を、移動・譲渡可能な状態
にしたデジタル上の識別子」を指している。
ビットコインやイーサリアムなどの暗号資産
はこのトークンの一種であり、各暗号資産
は、その発行元が構築しようとしている社会
システムやブロックチェーン上の機能、その
設計そのものに対する価値を権利として流通
可能にしたものである（暗号資産とトークン
は同一のものとして語られることも多いが、
本稿ではトークンをより大きな概念として定
義する）。

また、NFT（Non-Fungible Token：非代
替性トークン）はデジタルアートや有形資産
の分割所有権など、元来所有権の主張が難し
いモノに対して、ブロックチェーン技術によ
り代替不可能性や譲渡経路、発行元の証明を
明らかにすることで、本来生じるべき価値を
可視化したものである。ほかにも、発行元の
提供するサービスや運営事業に対する議決権
を示すガバナンストークンや、有価証券の小
口・デジタル化を可能にするセキュリティト
ークンなど、さまざまな権利や仕組みが設計
されたトークンが存在し、基となる権利をど
のように行使するか（どの権利をトークン化
するか）により、発行されるトークンの種別
が異なる（表 1 ）。

トークンの大きな特徴は、トークンを生み
出すために必要な技術がすべてオープンソー
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クチェーンによる権利の譲渡経路の証明やス
マートコントラクトと呼ばれる権利の譲渡手
続きの自動化処理手法により、人の手を介さ
ず従来よりも権利の譲渡が簡便に行えるよう
になる。②の具体例としては、つけられる値
段が小さすぎて権利を売れなかった創作物や
個人の所有物の所有権、たとえば「自分が持
っている家具や家電が使える権利」までも売
買できるようになる。

ただし、①の例にも挙げた不動産売買など
は、すでに既存の価値証明のスキームや法規
制が整っているものをデジタル化していると
いう性質が強く、従来どおりの法規制や免許
の下で発行・管理されることになる。不動産
売買では、金融商品取引法上に導入された概
念である「電子記録移転有価証券表示権利

スであることから、知識、技術、法的・規制
的要件を満たせば、誰でも新たなトークンを
生み出せる点にある。この特徴により、①

「権利」を非常に容易に流通させることが可
能になり、これまでの取引のように中央の管
理者や発行者を介することなく、権利の取引
がよりスピーディーかつ低コストに行われる
ようになる。また、②従来ではやり取りに必
要なコストが見合わず、取引対象とできなか
った「小さな権利」についても、web 3 向け
のプラットフォームやプログラミングの活用
によって、個人や小規模な事業者がトークン
の形でコンテンツの権利を可視化・流通でき
るようになる。

①の具体例として、多くの書類作業や人件
費を必要とする不動産売買などでは、ブロッ

表1　トークンの基となるモノとその種別

NFT、ガバナンストークン、セキュリティトークンなどの暗号資産以外のトークンは、特定のブロックチェー
ン（主にイーサリアムブロックチェーンが採用されやすい）の備える仕組みを活用して発行される

トークンの基となるモノ

独自のブロックチェーンを
用いた価値流通の仕組み
（またその仕組み上で
流通させる対価的価値）

デジタルアート・音楽など
創作物の所有権

会社の議決権・投票権

不動産の所有権

発行されるトークン例

暗号資産

NFT

ガバナンストークン

セキュリティトークン

各ブロックチェーン独自のトークンであり、
ネイティブトークンともいわれる

トークンに代替不可能性を持たせるERC-721など
の規格を用いて発行されたトークン

保有者に対して、権利発行元の団体やサービスの運営に 
かかわる意思決定に参加する権利を付与するトークン

ブロックチェーン技術を利用して発行・デジタル化
された有価証券として扱われるトークン



24 知的資産創造／2024年7月号

このフローは、トークン化する権利の対象
となるコンテンツの保有者だけでも実行で
き、マーケットを運営する事業者がコンテン
ツの保有者に対して②～④の機能提供を行う
ようなケースもある。どのようなトークンで
もこのエコノミーは形成可能であるが、本稿
では消費者に最も浸透しているNFTを例に
説明する。

①コンテンツの調達とは、文字どおり権利
の発生する基となるモノ（コンテンツ）の調
達を指す。コンテンツには、前述したように
会社の議決権からデジタルアート、不動産に
至るまでありとあらゆるモノが含まれる。
NFTではデジタルアートなどのデータの保
有権が主な対象となる。

②トークンの設計とは、調達したコンテン
ツの何を権利としてトークンを発行するの
か、そのトークンをどういう条件、どの規格
で発行するかの設計をすることを指す。分か
りやすい例でいえば、アーティストが制作し
た楽曲をコンテンツとした際、楽曲すべてに
対してNFTを発行することもできれば、楽
曲の音符一つひとつに発行することもでき
る。故・坂本龍一氏の作曲した楽曲「Merry 
Christmas Mr.Lawrence-2021」 は、 音 源 の
右手のメロディー595音それぞれがNFT化・

等」と「電子記録移転権利」が適用される。
また、暗号資産も法定通貨と暗号資産を交換
する事業は暗号資産交換業の免許取得が必要
であり、今後もトークンとその取り扱いにつ
いてはそれぞれ法規制の対象となる部分が生
じ得るため、オープンな技術だからといっ
て、実態として自由に発行や流通を行ってい
いものではない点については留意する必要が
ある。

このようにトークンは、これまでのやり方
ではコストや手間がかかりすぎて対象にでき
なかった、小規模な権利の価値証明を実現す
ることで、一個人、一事業体の経済的・社会
的立場の形成支援や、社会システムの形成が
未熟な新興国の自立支援といった大きな可能
性のあるところが、世界的に注目を集めてい
る背景といえる。

2	 トークンエコノミー
モノ（コンテンツ）に付随するさまざまな

権利を、トークンを介して取引できるよう市
場化したのがトークンエコノミーである。ト
ークンエコノミーは、①コンテンツの調達、
②トークンの設計、③ブロックチェーンプロ
グラミング、④マーケットでの流通、と大き
く 4 つのフローを経て形成される（図 1 ）。

図1　トークンエコノミーの形成フロー

コンテンツの
調達

トークンで示す
権利の元となる
モノの調達

1

トークンの
設計

対象となる権利、
発行サイクルや
実行条件を定義

2

ブロックチェーン
プログラミング

設計に基づいて
トークン化

3

マーケットでの
流通

市場での取引を
実施

4
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販売され、発表当時大きな話題となった注4。
NFTに限らず、トークン全般において設

計は重要な要素で、そのトークンの発行の上
限量や価値が維持される発行サイクルの仕組
みの設計、および権利の対象が所有者にどの
ようなリターンをもたらすかなどの設計が、
発行後の話題性や集客力、価格に大きく影響
を与える。

③ブロックチェーンプログラミングとは、
②に従って、ブロックチェーン上でのトーク
ンの動き方をプログラミングする過程を指
す。現在、ビットコインに次いで取引量の多
い暗号資産であるイーサリアムの仕組みでも
ある「イーサリアムブロックチェーン」とい
うブロックチェーンは、スマートコントラク
トと呼ばれる、権利譲渡を事前に設定・定義
した条件に合わせて自動執行するプログラミ
ング機能を、ブロックチェーン上で発行され
るトークンに対して設定することができるほ
か、多種多様な規格を備えることが可能にな
っている。

NFTは、このイーサリアムブロックチェ

ーンの搭載するERC-721をはじめとする各種
規格を活用して、暗号資産であるイーサリア
ムとは特徴が異なるトークンとしてプログラ
ミングされている。なお、スマートコントラ
クトの概念について、web 3 業界で説明に用
いられることが多い自動販売機（自販機）の
たとえにして示す（図 2 ）。なお、このイー
サリアムブロックチェーンにはさまざまな規
格が用意されており、世界中の開発者が自由
にその規格を設計・発表することができる。

イーサリアムブロックチェーンの規格とし
て発表された規格数は約6000（そのうち詳細
まで議論されているものは500程度）注5と大
量にあり、NFTアートの権利を別のユーザ
ー（美術館など）に一次的に貸し出す規格

（ERC-4907）や、NFTを複数組み合わせて一
つ のNFTと し て 扱 う 規 格（ERC-6551） な
ど、さまざまな権利譲渡のパターンに対応で
きるようになってきている。

④マーケットでの流通とは、発行されたト
ークンが取引されるマーケットでの権利の流
通を指す。このマーケットが利用者に提供す

図2　スマートコントラクトの概念

自販機オーナー
 （トークン発行者）

お金を入れて
ボタンを押す

利用者
 （トークンの購入者）契約・実行条件が

定義された自販機

商品の所有権が
利用者に渡り、
決済される

トークン発行者により定義された契約・実行条件に基づいて
取引が自動で実行される

スマートコントラクト

条件定義

● 規定金額が機械
に入るとボタン
が光る

● 光るボタンを押
すとジュースを
出す

A B

C
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に関しては、暗号資産取引所やNFTマーケ
ットプレイスといった流通プラットフォーム
の登場により、エコノミーの循環が構築でき
てきているが、ガバナンストークンやセキュ
リティトークンについては、エコノミーとし
ての環境整備がまだ熟していない。トークン
が備えるブロックチェーンやスマートコント
ラクトがより広範な業種・領域に活用され、
トークンエコノミーの要素を充実させていく
ことで、それぞれのトークンにおいて、後述
する大小さまざまな新たな価値流通が発生し
ていくだろう。

Ⅲ	トークンエコノミーが
	 社会にもたらすインパクト

トークンエコノミーが台頭することで、こ
れまでになかった権利取引が行われるように
なり、従来の社会システムにさまざまな変革
をもたらす可能性がある。たとえば、暗号資
産でも市場流動性の高い銘柄（ビットコイン
など）や、トークンの価格が米ドルなどの法
定通貨と連動しているステーブルコインなど
は、中小国の発行する既存の自国法定通貨を

る利便性は、マーケットが取り扱うトークン
の発行に非常に大きな影響を与える。たとえ
ば、NFTのマーケットプレイス（流通プラ
ットフォーム）である「OpenSea」が、②や
③を同プラットフォーム上のユーザーインタ
ーフェースで簡単に実行可能にしたことで、
多くの利用者が予備知識なく自身の所有する
デジタルアートなどをイーサリアムのブロッ
クチェーンに紐づけたNFTの生成、販売が
できるようになり、市場が急拡大した（表
2 ）。自販機のたとえに戻れば、OpenSeaは
商品のラインアップや設定が簡単にできる自
販機、と考えれば理解しやすいだろう。

暗号資産の売買が行える暗号資産取引所も
同様で、その取引所でしか扱われていない暗
号資産や、預けた暗号資産に対して還元され
る金利、長期の取引利用者に対するエアドロ
ップ（新規発行トークンの無料割り当て）に
手厚い取引所には人が集まり、②や③がユニ
ークでweb 3 らしさのあるトークンが多く上
場し、取引が活性化していく。

このように、 4 つの要素をすべて満たした
権利の譲渡の世界を広げることが、トークン
エコノミーの目的である。暗号資産やNFT

表2　NFTの発行・販売事例

事例 発行元・概要

Zombie Zoo Art

発行元：Zombie Zoo Keeper氏（個人）
概要：母親とともに当時小学校 3年生だった同氏が流通プラットフォーム「OpenSea」に
出品したNFTアートは、著名人に話題にされたことで急速に注目を集め、最高で 1つの作
品が約80万円（当時レート）で落札された

ウイスキー樽×NFT

発行元：UniCask（ユニカスク）
概要：蒸留酒の樽を管理・取引するサービスを手がける同社が、ウイスキーの樽の中身を
100口に分割し、100分の 1に小口化された「Cask NFT」を販売。NFT購入者は熟成を経
てボトリングされたウイスキーと交換できる仕組みとなっている。第 1弾NFT約4,000万
円分は、開始わずか 9分で完売
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在こうした業務を担っている事業者や士業の
個人事業主がすべて廃業に追い込まれるわけ
ではない。高い価値のある権利の取引では、
詐欺や設計ミスなどのトラブル防止のため、
トークンの譲渡条件やプロセスをプロの目線
で管理・監督する業務を担う事業者や士業が
今後も必要になるだろう。

実際にスマートコントラクトを使った事例
として、アステリア（コンピューター・デバ
イス間を接続するソフトウエアやサービスの
開発・販売を主たる事業とする企業）では、
2022年 6 月の株主総会で、議決権の行使権利
をトークン化し、スマートコントラクトによ
る議決権の委任や賛否投票が実証実験として
実施されており、不正なくスピーディーなオ
ンライン総会の実施ができたことが発表され
ている注6。同社は、ブロックチェーンおよ
びスマートコントラクトの活用メリットとし
て、株主が参加できる場所が自由である（ス
マートフォンさえあれば参加できる）ことに
よる会合への参加率向上と、ブロックチェー
ンによる投票プロセスや結果の明示化を報告
している。

筆者は、上記と同様の仕組みを行政が実施
する各選挙にも用い得るのではないかと考え
ている。スマートコントラクトを活用すれ
ば、より高い参加率でかつ不正のない選挙が
実行でき、またオープンな技術の活用による
実施コスト低減も可能になるのではないか。

日本の社会課題に目を向けると、地方にお
ける少子化、人口減少といった過疎化に対す
る施策として、トークンの活用が模索されて
いる。新潟県長岡市にある山古志地域は、過
疎化に歯止めがかからなくなっている現状を
変えるため、デジタル村民の権利を示す

置き換えるともいわれている。
実際、ステーブルコインは他国通貨（米ド

ルなど）の信頼性に頼っていたり、金銭取引
においてデジタル化が進んでいなかったりす
る国々、たとえばエルサルバドルや中央アフ
リカ共和国などですでに法定通貨として採用
されている。しかし、このような広範な変革
にはまだ多くの課題があり、その課題解決に
は年数を要することから、本章では、ビジネ
スにおける萌芽事例を示しながら、既存ビジ
ネスに変化や影響をもたらす可能性について
触れたい。

まず、トークンの特徴である権利の可視化
と譲渡の簡便化は、誰でも権利をトークン化
し、スマートコントラクトにより権利譲渡を
自動・高速化できるため、現在ある契約仲介
業務に置き換わる可能性がある。作成が難し
い権利書も、ブロックチェーン上に譲渡記録
が残るため改ざんなどのリスクが少ないこと
から、制約事項も簡潔な内容になり得る。将
来、このように発展した場合、契約仲介事業
の今後の差別化要素は、いかに洗練・自動化
されたブロックチェーンプログラミングがで
きるか、いかにトークンに適したマーケット
に流通させられるかになる。

また、交わされた契約や約束事の履行の徹
底にも活用される可能性がある。たとえば、
延滞や雲隠れで問題化している奨学金や慰謝
料などを、スマートコントラクト上の契約と
して縛ることで、支払う側が支払い行為を拒
否した場合や音信不通時にも、支払う側の資
産の処分や譲渡、銀行口座内預金の自動振替
などにより、支払いを補塡する仕組みを構築
できる。

なお、トークンが普及することよって、現
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日本では、決済業界を振り返ると、日々の
生活シーンにいかに必要不可欠となったかと
いうことがマスアダプションにおいて重要に
なっている。たとえば、JR東日本の「Suica」
は、人々の移動に不可欠な鉄道利用の利便性
を大きく高めたことで、その仕組みを理解し
ていなくても老若男女問わず利用するサービ
スとなった。また、近年でいえば、キャッシ
ュレス決済の導入コストに悩まされてきた小
規模小売事業者では、導入コストが安い

「PayPay」などのQR・バーコード決済が普
及し、来店顧客のキャッシュレス化を促進し
た。生活シーンの大きな改善など、トークン
を介したこのようなキラーユースケースを示
すことがマスアダプションには必要不可欠で
ある。

ところが、日本に限らずトークン自体の問
題として、「買って終わり」という消費スタ
イルが非常に多いことが挙げられる。たとえ
ばNFTは、ブロックチェーン上での譲渡の
履歴や金額などを記録できることから、
NFTが転売（二次流通）されたとしても、
スマートコントラクトを介してNFTの発行
元にその転売益の一部が還元される機能を本
来備えている。ただし、そうした還元の原資
は、各NFTの発行も担う流通プラットフォ
ームがロイヤルティとして各購入者から手数
料とともに価格に上乗せしている形でNFT
に設定して徴収しており、結果として購入者
の負担を増やしている。

このような状況において、プラットフォー
ムでは、競ってそういったロイヤルティを削
減ないしは消滅（ 0 ％として設定）しようと
しており、現時点でNFTはファントークン
のような、購入してもそのまま保有するだけ

「Nishikigoi NFT」の発行および、それに紐
づくコミュニティーの運営を積極的に行って
いる。この取り組みが始まった2021年12月か
ら 8 カ月後、デジタル村民数が約950人となっ
たことで、実際の山古志地域の人口800人を上
回り、以後もメタバース空間やチャットサー
ビスを通じて、デジタル村民とリアル村民間
での交流やイベントの開催が続いている注7。

山古志地域は、NFTの販売を通じて地域
活動の資金調達とコミュニティーの活性化を
行うことができ、NFT購入者は新たなコミ
ュニティーの獲得ができたことで、web 3 お
よびトークンエコノミーの可能性を示した。

Ⅳ	トークンエコノミー普及
	 への課題

これまで述べてきたように、トークンエコ
ノミーは技術的に進化し、活用事例も出てき
ているが、社会システムへの本格的な実装に
はいくつかの大きな課題がある。

最も大きな課題は、一般消費者への浸透、
いわゆるマスアダプションである。グローバ
ルで見ても最も議論が絶えない課題であり、
その実現方法について有識者が日々意見を発
表している。トークンの概念が一般消費者に
浸透しないということは、それを利用したい
消費者が少なく、結果、トークンの多様性が
発揮されず、一般社会や生活に及ぼす影響が
限定的になってしまうことを意味する。その
ため、トークンエコノミーの発展にはマスア
ダプションは避けて通れない壁である。グロ
ーバルではさまざまな手法の普及活動が試行
されているが、各国それぞれの事情に合わせ
た手法が存在するはずである。
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ークンを含むweb 3 関連事業へ最大6000億円
を投資する」と発表した注9。またソニーも、
2023年 6 月にブロックチェーン基盤「Astar 
Network」を生み出した渡辺創太氏のweb 3
事業会社Startale Labsとの約 5 億円の資本業
務提携を発表した注10。このように国内を代
表する大企業のweb 3 事業への参入が相次い
でいる。

こうした国内の大企業の参入は、コンテン
ツの流通拡大とセキュアな環境構築が進むた
め、web 3 業界としては喜ばしいことである
が、他方、大企業側にとっても、GAFAMの
ほぼ独壇場となっているITサービス・ITイ
ンフラの勢力図を変えるきっかけになるので
はないだろうか。トークンエコノミーが普及
することで、当事者間でのブロックチェーン
やスマートコントラクトの利用が促進され、
従来のweb 2 時代のように特定企業の提供す
るインフラやサービスに過度に依存すること
なく、事業運営やサービス提供が実現できる
可能性がある。前述のNTTドコモが設立し
た子会社のNTTデジタルを中心に大手企業
15社の賛同により発表された「web 3  jam」
プロジェクトなどは、その先駆けともいえる
だろう注11。

このことから、現在のGAFAMに代表され
る巨大IT企業の影響の及ばない社会構造の
誕生や、新たな企業のプレゼンス向上につな
がることも予見される。セキュリティについ
ては、日本の大企業が業界全体として守るべ
きセキュリティ水準とその厳格な運用による
安心・安全なマスアダプション手法を提示
し、それを推進していくことがグローバルで
期待されている。日本国内だけを見ても、
2018年のコインチェック事件から 6 年後の

の会員証のようになってしまっているものが
多い。NFTの発行元が二次流通を活発化す
るようなコンテンツの調達や権利の設計を行
えれば、多くのコンテンツホルダーや利用者
の関心が集まり、エコノミーとして発展でき
る可能性はまだ残っている。

暗号資産も同様で、暗号資産を対価または
アプリの仕組みとして利用する、現在のスマ
ートフォン上のアプリに近いWebサービス
であるDApps（Decentralized Applications：
分散型アプリケーション）が暗号資産の使い
道として存在するものの、DAppsの普及を
後押しするようなキラーサービスが現れてお
らず、投機・投資向け金融商品にとどまって
しまっている。

筆者は、このような課題を日本において解
決するためには、これまでの社会システムの
構築や維持を担ってきた国内の大企業が
web 3 事業に進出し、消費者が分かりやすく
使えるweb 3 サービスを提供することが不可
欠であると考える。トークンは、暗号資産の
概念と技術ばかりが先行して、法規制による
安全性の担保や消費者に対するユーザビリテ
ィが欠如したまま世に出てしまったため、現
在、暗号資産をはじめとするトークンは「怪
しい投機商品」と見られることも多い。

事実、野村総合研究所（NRI）が2021年に
実施した「生活者 1 万人アンケート」では、
リスク資産の保有率として株式や投信が全体
の10％以上となったのに対し、暗号資産はわ
ずか1.7％であった注8。社会で信用された大
企業によるトークン関連事業への参入機会が
増えることで、そのようなイメージも変わっ
ていくはずである。

日本では、NTTドコモが2022年11月に「ト
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2024年にもDMMビットコインにて同様の流
出事件が起きていることから、採用するセキ
ュリティ技術だけでなく、それを運用するオ
ペレーションやコンプライアンス体制など、
日本の大企業が培ってきたであろうノウハウ
を活かすことが強く求められている。事実、
NTTデジタルは、自社開発のウォレットであ
る「scramberry WALLET」の強みとして、
高度なセキュリティ設計による安心・安全な
利用の提供をコンセプトに掲げており注12、
マーケットニーズに応えようとしていること
がうかがえる。

また、トークンすべてに当てはまる課題で
はないが、暗号資産については、売買取引に
よって得られた収益は雑所得扱いとなり、総
合課税が適用されることになっている。この
ことが、同じ金融商品である株式や投資信託
に比べて、投資をしたい消費者が集まりづら
い大きな原因になっていることが従前から指
摘されている。国に対しては、このような課
税制度の改正や、消費者の暗号資産の利用用
途拡大に資する暗号資産関連制度の設計を期
待したい。

Ⅴ	おわりに

直近20年ほどは、新しいことを自由にやる
ためにベンチャー企業で働くことが一つのト
レンドだったように思う。しかし、これから
のweb 3 時代においては、トークンやweb 3
全体の不安定さを管理監督し、安全性を担保
することができる大企業ならではのアプロー
チが、新しいことを成し遂げる土壌になるか
もしれない。

少子化などで今後人手不足が深刻化する日

本にとって、社会システムの効率化・自動化
を進めていくことは極めて重要であり、トー
クンおよびトークンエコノミーは、間違いな
くその助けとなる技術や仕組みであると筆者
は確信している。2030年に向けて、日本の大
企業が先陣を切ってweb 3 事業に進出し、世
界のマスアダプションの壁を突破し、トーク
ンエコノミーの発展を進めることが望まれ
る。そうした大企業が提供するweb 3 サービ
スが社会で苦しむ人々の生活を支え、持続可
能な社会の新たな基盤となっている姿に期待
したい。
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